
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

支援制度を利用した企業へのアンケートで「満足」及び「概ね
満足」と答えた企業の割合

・グローバル化の進展等によって中小企業を取り巻く経営環境は大きく変化し、経営課題も多様化、複
雑化していることが相談内容が多岐に及んでいる。
・また、今後も人材不足による影響の顕在化や、生産年齢人口の減少など、経営課題がより多様化して
いくことが想定される。
・企業の事業規模ごとで課題が多種多様であり、小規模事業者等へのきめ細やかなフォローアップ、情
報収集が十分でない、（食品製造業等）。
・県産業振興課と定例的な意見交換の場が不足している。

・職員が、企業の経営環境の変化に的確に対応する能力を身につけるためには、研修やセミナーなどの
受講機会が確保され、企業支援に数多く関わる中でノウハウを体得することが重要。組織内で計画的に
人材育成が推進できるよう当財団を支援する必要がある。
・複雑化する企業の課題を解決するためには、当財団が地域の関係機関（市町村、商工団体、金融機関
等）との連携支援をこれまで以上に円滑かつ効果的に行う必要がある。
・当財団と県産業振興課とが積極的な意見交換を行う必要がある。
・企業の属性に応じたセミナー等を開催する必要がある（食品製造業等）。

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

・相談内容が複雑化していることから、困難性が増し専門性が求められているが、将来予測しながら的
確なアドバイスができる人員体制が十分でない。また、相談対応にあたって、財団内での、経営・技
術・販路間の横のつながりが不十分で、ワンストップでの対応に不安がある。
・小規模事業者等への普及啓発まで円滑に行き届いていない（食品製造業等）。
・県産業振興課との連絡調整が十分ではない。

６.成果があったこと（改善されたこと）
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事務事業評価シート

目
的

（１）対象 しまね産業振興財団

（２）意図 県内企業（製造業・ソフト系IT企業等）への支援力を強化する

87.9

県の企業支援の諸事業が安定的かつ効果的に実施できるよう所管する公益財団法人しまね産業振興財団の運営を支援し、活力ある地域産業の振興を図る。
①職員人件費　　県内企業への支援が効果的かつ安定的に実施できるよう、当財団に対して職員及び臨時職員の人件費を補助
②管理費　　県内企業への支援が効果的かつ安定的に実施できるよう、当財団に対して管理費及び事務費を補助
③いわみビジネスサポートセンター整備事業　　県西部における産業振興の総合的支援体制を整えるため、事務所の維持運営費を補助
④中小企業支援センター運営事業　　県内中小企業の経営の安定を図るために活動する専門家の人件費及び活動費を補助
⑤テクノアークしまね管理運営事業　　創業者の育成、企業の技術の高度化等による産業振興を図るために設置された当該施設の維持管理

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

90.0 90.0

事務事業の名称 産業振興支援体制の整備（テクノアークしまね管理運営事業を含む）

事務事業担当課長 産業振興課長　松浦　士登 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅰ－１－１
企業の競争力強化

しまね産業振興財団が行う支援制度利用者満足度調査における
満足度合い

目標値 90.0 90.0

30年度 31年度年度 27年度

・県内の中小企業・小規模企業においては、景気回復を実感できず、設備投資も伸び悩んでいる状況。さらに、人材確保難、ＩＴ化対応、事業承継等の問題が顕在化
し、企業の経営課題も複雑化、高度化、専門化している。
・H29年度のしまね産業振興財団による個別企業の相談対応件数は7,461件（前年度比2％増）で4年連続して7千件を上回った。このうち、新規相談件数は1,263
件（前年度比2％減）であった。相談内容は、特に「IT活用支援」と「新商品・新事業経営革新」に関することが増加。
・当財団はH25年度までに、県内すべての市町村と「産業振興に関する包括的業務協力協定」を締結。H27年度には、組織内に「しまねソフト研究開発センター」
と「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置、H28年度はインキュベーションマネージャー（創業支援の専門職）を配置し、支援機能の強化を図った。
・CS調査による高満足度率は87.9％。目標の90％を下回ったが、引き続き高い水準にある。

うち一般財源（千円） 514,073 558,944

達成率

91.0

％

％

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 578,282 616,306

・個々の職員が、より実効性の高い企業支援スキルを身につけるため、研修やセミナーなどの受講機会を増やし、企業支援に有為な資格取得を促していく。
・外部人材の持つ支援ノウハウを職員が吸収することも有効なことから、経験が豊富で、高い知見を有する専門人材の獲得を促す。
・当財団が中小企業支援の地域プラットフォームの中核的役割を担い、市町村、商工団体、金融機関等との連携を深めることができるように、情報や人材の交流の活
発化を支援する。
・当財団と定期的な意見交換を行っていく。（財団の定例的な会議に県産業振興課の職員も出席し、意見交換する等）
・企業の属性に応じたセミナー等を開催するよう促していく（食品製造業等）。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・H27年度に立ち上げた人材確保やＩＴ化へ
の対応などの企業の課題に対する専門部署も定
着し、支援実績が増加した。（プロフェッショ
ナル人材戦略拠点の相談件数H28：108件→
H29：164件、しまねソフト研究開発セン
ターの新事業創出に向けた各種セミナー等参加
者H28：196名→H29：349名）

・企業からの相談対応件数が多い状態が続いて
いる。企業の満足度も前年度と同程度であるこ
とから、多くの課題解決に寄与していると考え
られる。（ものづくりアドバイザー派遣事業課
題解決率：98％、知財総合支援窓口課題解決
率：97％等）
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